　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

《本ニュースは会員外の方には当方が勝手に送信しています。ご不用の方はお手数ですがその旨ご連絡ください。》
ご案内））ＮＰＯ連絡会セミナープログラム　　。

■申込：ＮＰＯ連絡会宛。　「申込書」にて、出来るだけＦａｘかEメールでお申込下さい。
· 名古屋市東区東桜２－１８－３－７０２　電話：０５２－９３０－０７００

· Fax　０５２－９３０－０７０１　Email ＶＥＣ02315＠nifty.ne.jp

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＮＰＯの会計セミナー　　シリーズ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第５回（最終回）：３月25日（日）　「ＮＰＯ法人の事業報告・会計報告・情報公開について」　　　　　

■13：00～16：30　　　　　　　　　　　　　■主催：愛知県／NPO連絡会　　　　　　　　　　■参加費：1000円  　 　 　 　　　　

■会場：椙山女学園大学文化情報学部128教室　 名古屋市千種区星が丘元町17-3

（交通）名古屋駅から地下鉄東山線で「星が丘」駅まで20分弱。そこから南へ徒歩で5分。
■講師とテーマ

· 「ＮＰＯ・市民団体のアカウンタビリティ、情報公開・説明責任について」：今田忠（市民社会研究所所長）

· 「ＮＰＯ法人の事業報告・会計報告書類作成について」：加藤隆志（愛知県社会活動推進課主事）

· 「ＮＰＯ法人の会計報告・税務申告書類作成について」：加藤歌子（税理士）

· 「ＮＰＯ法人の会計報告書類点検結果報告」：馬場英朗（公認会計士補）

■ＮＰＯ・市民団体が行政や市民、企業、財団などからの助成や支援を受けることが多くなってきました。また、ＮＰＯ法人には、事業年度終了とともに、事業報告・会計報告書を作成し、所轄庁に届けることが義務付けられています。昨年度の提出書類を見ると、もっと正確に、わかるように書類を作成する必要があります。また、行政からの委託事業や補助金は、元は税金です。その使われ方のわかり易い説明（アカウンタビリティ）は、ＮＰＯ・市民団体が社会的評価を得るために避けて通れません。ぜひ、ご参加下さい。

　　　　　　　　　　ＮＰＯ・市民団体の広報。―マスメディアとの上手なつきあい方　　　　　　　　　　
●第1回　4月15日（日）　13：00～16：30　　　　●第2回　4月22日（日）　13：00～16：30　　　

会場：愛知県中小企業センター（第９会議室）　　

　　　＊名古屋市中村区名駅4－4－39　℡052－561－4121　　名古屋駅東口から東へ3分。
■主催：東邦学園短期大学／市民とメディア研究会・あくせす／ＮＰＯ連絡会　　　　

■後援：愛知県／名古屋市。（予）　　　　　　　■協力：名古屋ケーブルネットネットワーク㈱。
■参加費：1回2500円。通し4000円。　  　 　■定員：45名(先着順)

■講師：①「広報のねらいとメディアの選び方」（津田正夫東邦短期大学教授）／②「新聞の上手な使い方」(安藤明夫中日新聞記者)／③「地域メディアCATVとのお付き合い」（加藤篤次名古屋ケーブルネットワーク常務取締役）／④「広報戦略を考える基本姿勢」（八木誠広報コンサルタント）

●ＮＰＯ･市民団体にとって、広報宣伝活動は、大変重要な位置を占めます。自分たちの意図を正確に伝え、共感者や支持者を得、事業への参加者や寄付やボランティアや会員を募るための大事なツールです。今回は、そうした広報宣伝活動の基本や新聞・テレビなどのマスメディアの活用・付き合い方の学習会です。

　　　　　　　　　　「社会福祉事業法改正。－小規模社会福祉法人」の解説・学習会　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
４月下旬ごろ予定。－医療と保健と福祉の市民ネットワーク東海とＮＰＯ連絡会とで準備しています。

●社会福祉事業法が改正され、「小規模通所授産施設」「居宅介護事業」などに関する社会福祉法人となるための要件が緩和されています。NPO法人との比較、使い分けの可能性などについての学習会です。

講師は、行政の担当の方と実際に社会福祉法人を設立運営しておられる方をお願いしています。

　　　　　　　　　シンポジウム「ＮＰＯと行政」シリーズ。－PART４：愛知水害での教訓　　　　　　　　　　　　　　　
６月ごろ予定。　―「震災から学ぶボランティアネットの会」と一緒に準備しています。

●昨年9月の愛知／名古屋水害でボランティア本部を愛知県庁内に置き、支援センターとして大活躍しました。12月17日の第3回シンポジウムで、そこで見えた「ＮＰＯ・市民と行政」に関わる問題を事例提起して頂きましたが、今回はこのテーマに絞り、目の前で起きている問題を通してじっくりと議論する場を作ります。実際に被害にあわれた方や行政の方と一緒に議論できるようにします。

助成情報　　

· 全労済：第10回助成／①環境問題活動・研究助成、②高齢社会問題活動・研究助成／申込：2月28日まで／問合せ：調査国際課TEL03-3299-0161 http://www.zenrosai.or.jp/topics/index,html

· 国際青少年財団Children’s Hour募金：助成事業／対象：自立・健全育成など青少年に関わる事業／申込：2月28日まで／問合せ：03－3440－3373　http://www.iyfnet.-jp.org

· 三菱財団：社会福祉事業・研究助成／対象：開拓的・実験的な社会福祉事業／申込：3月2日まで／問合せ：TEL03－3214－5754  http://www.dias.ne.jp/m_zaidan/

· 三重県環境保全事業団：環境創造活動助成金／活動対象：環境活動（全般）／申込：3月15日まで／問合せ：TEL059-245-7512

· 安田火災記念財団：社会福祉（NPO法人設立資金）助成／対象：平成13年度中にNPO法人設立するもの／申込：3月16日～4月16日／問合せ：NPO係TEL03-3349-3130  http://www.yasuda.co.jp/foundation/

· 米日財団：日米相互理解プロジェクト助成／対象：コミュニケーション・相互理解の事業／申込：随時／問合せ：TEL03-3586-0541  http://www.us-jf.org

●一般的な情報入手は：助成財団センターへ　http://www.jfc.or.jp

●「第4回まちかどのフィランソロピスト賞」募集：賞状と記念品／対象：社会のために私財を提供(寄付)した人／締切：2月末日／問合せ：日本フィランソロピー協会TEL03-3568-3241 http://www.philanthropy.or.jp

●平成１３年度から、ＮＰＯ法人が運営する痴呆性高齢者グループホームに対して、市町村が施設整備の補助を行う場合に、国（厚生労働省担当）からも支援が行われるようになります。
ＮＰＯ支援税制に関して：報告と意見
●来年度の税制改正で、自民党・政府税調は、一定の要件を満たす「認定ＮＰＯ法人」に対し、寄付した者への税制優遇（相続財産を寄付した場合の相続税含む）を、平成13年10月1日から受付けることを決めました。

●「認定」にあたっては国税庁があたり、その要件は、①総事業費の80％以上が特定非営利活動に関わること、②寄付金の70％以上を特定非営利活動に充てていること、③総収入額に占める寄付金・助成金の額が１／３以上であること、④会員に対するサービス提供が50％未満であること等々です。●認定を受けると毎年事業年度終了３月以内に、①収入源泉別の収入明細、借入金明細、②サービスの提供内容、料金、条件など、③一定の取引先の明細、④寄付金の募集計画と使途事業内容などを報告することも定められています。

●悪用を防ぐため要件が厳しくなったといわれますが、この要件では、ほとんどのＮＰＯ法人は該当しないので、ＮＰＯ側は更なる改正を求めています。しかし、現在の政治状況ではこのまま国会を通過する見通し。●アメリカの「年間財政5000ドル以下の団体は無審査で優遇団体。2万5千ドル以下は簡単な審査要件で済ます」というような草の根支援制度を取り入れられないでしょうか。このままでは天上界の出来事に終わりそうで、市民活動・ボランティア活動を活発にしようというNPO法の意義も薄れます。（大西）

ホームページ工事中。3月に一部開設予定。


　共通申込書　　ＮＰＯ連絡会宛にＦＡＸ・Ｅメール等で送信下さい。Ｆ：052-930-0701／Ｅ：VEC02315＠nifty．ｎe．jp
参加希望企画：　　　　　月　　　　　日／企画名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
お名前：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所属団体　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
ＴＥＬ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＦAX　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

Ｅｍａｉｌ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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